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研究成果の概要（和文）： 中国の台頭に伴い、中国の影響力は太平洋島嶼国にも浸透するようになった。太平洋島嶼
国への接近は比較的最近の動向であり、アメリカ、日本、あるいはオーストラリアなど西側諸国が懸念しているほど、
太平洋島嶼国に対する中国の影響力は極めて限定的であるといえよう。
 政治的、経済的、軍事的な考慮から、中国は太平洋島嶼国との関係強化に動いた。台湾問題、地球温暖化問題、経済
関係は中国と太平洋島嶼国の関係を左右する重要な要素として働いていた。そして中国は米軍に対する戦略的拠点の確
保、衛星・弾頭ミサイル追跡・監視基地の再構築に力を入れているが、太平洋島嶼国との軍事関係の構築はまだ動き始
まったばかりであるといえる。

研究成果の概要（英文）： With its rapid economic growth, China has expanded its footprint in the pacific 
islands. China’s approach to the pacific islands is relatively new, but it has alarmed many especially 
in the United States, Australia and Japan, arguing that “China had filled a 'vacuum' left when the US 
and the UK withdrew and Australia did not adequately fill”.
 Contrary to all the speculation, this research finds that China’s political influence in the pacific 
islands remains minimal. Taiwan, climate changes, and economic relations are three most important factors 
in shaping China’s foreign policy towards the pacific islands. Although China has been putting much 
effort into establishing missile base and satellite tracking station on the pacific islands, the strategy 
for building stronger military ties with the pacific islands states is still under-developed.
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１．研究開始当初の背景 
 冷戦終結後、中国の外交戦略における太平
洋島嶼国の重要性は急速に上昇し、経済成長
を背景に太平洋島嶼国における中国のプレ
ゼンスも特に 2000 年代以降拡大し続けてい
る。 
 中国と太平洋島嶼国の関係強化を背景に、
中国は責任ある対応を求める太平洋島嶼国
の声に応えつつ、「大国としての責任」を果
たす国際協調姿勢を見せている。 
 他方、中国と太平洋島嶼国の関係強化を背
景に、現地に駐在する中国人を保護し、現地
で活動する企業の権益を擁護する声が中国
国内で高まっている。 
 また軍事戦略の視点から、中国にとって
「海」の重要性が高まるなかで、太平洋島嶼
国をめぐる中国の軍事戦略上の位置づけを
再検討する必要がある。 
 
２． 研究の目的 
 既存の先行研究を踏まえて、本研究の目的
は以下の三つに集約することができる。 
 
①  中国の太平洋島嶼国外交戦略 
太平洋島嶼国への接近は 1997 年にスター
トし、2006 年に太平洋島嶼国との関係はさ
らに強化された。こうした中国のアプローチ
がなぜ、どのように採択されたのかを検証す
ることにより、中国の太平洋島嶼国外交戦略
の背後にある国家利益を明らかにする。 

 
② 太平洋島嶼国におけるパワーポリティ
ックスの変容と中国の国際協調姿勢 
急速に成長する経済力と金融力を背景に、
国際舞台における中国の影響力は拡大を見
せている。こうしたなか、冷戦終結後の唯一
の超大国であるアメリカと台頭する中国と
の間で、影響力をめぐる争いも顕著に見られ
るようになった。太平洋島嶼国も例に漏れず、
伝統的に影響力を有するオーストラリア、ニ
ュージーランド、日本、欧州連合（EU）、そ
してアメリカと、中国との指導力争いの草刈
り場と化した。本研究を通じて、太平洋島嶼
国をめぐる国際秩序で生じている新たなパ
ラダイムの変化を明らかにする。 
太平洋島嶼国との関係を構築するうえで、
「大国としての責任」を果たすよう国際的な
圧力が高まってきている。本研究では、オー
ストラリア、ニュージーランド、アメリカを
はじめとする既存の太平洋島嶼国における
大国との対立を避けつつ、自国の影響力を拡
大する中国の地域戦略を明らかにする。こう
した考察を通じて、中国の国際協調の特徴を
つかみたい。 
 
③ ナショナリズム 
中国と太平洋島嶼国の関係強化を背景に、
一部の太平洋島嶼国において、反中、嫌中感
情も顕著に見られるようになった。こうした
なか、中国政府は一方では現地に駐在する中

国人を保護し、現地で活動する企業の権益を
擁護する必要があり、他方においては、太平
洋島嶼国との関係維持にも配慮する必要が
ある。こうした観点からみると、中国政府は
常に協調を求める国際的圧力、国家利益の確
保、高揚するナショナリズムへの対応という
三つの政策課題に直面しており、外交政策は
まさにこの三つのベクトルのせめぎあいの
結果である。本研究では、多元化社会を迎え
た中国の対外政策の在り方を、国内と国際の
二つの側面から検討することとする。 
以上のように、本研究は中国と太平洋島嶼
国との関係強化の実態の解明を通じて、当該
地域における中国の影響力拡大が大国関係
にもたらす影響や国内の政策形成プロセス
を明らかにするとともに、国際と国内のリン
ケージの中の中国外交の方向性を見極めた
い。 
 
３．研究の方法 
本研究は先行研究を踏まえつつ、中国、太
平洋島嶼国、オーストラリアやニュージーラ
ンドなどでの実地調査を基礎に、三つのテー
マから国内、国際のリンケージの中の中国の
外交を明らかにするものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 
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 本研究において以下の三つの問題を中心
に考察を行い、研究成果として論文をとりま
とめた。 
 
①  中国の太平洋島嶼国外交戦略 

1990年代後半から、「チャイナ＋マルチ」
の枠組み構築を通じて、中国は政府主導の形
で各地域組織との政治、経済、文化、軍事分
野における関係強化に努めた。各地域に対す
る中国の関与政策は、アジアから始動し、そ
の後ヨーロッパ、アフリカ、アラブ地域、ラ
テンアメリカ・カリブ地域、太平洋島嶼国の
順に展開された。 
中国と太平洋島嶼国との関係構築は比較
的新しく、双方の関係が急速に進展するよう
になったのは 1990 年代後半以降のことであ
る。冷戦終結後に展開されている中国と太平
洋島嶼国との関係は以下の二つの段階を経
て今に至っている。 

 冷戦終結～2006 年 
1990年代から 2000年代後半まで、台湾と
の正統性争いが中国の太平洋島嶼国に対す
る外交の最重要課題の一つであった。2008
年に台湾の総統に当選した馬英九が中国と
交渉し国交をめぐる正統性争いに関する「停
戦」が実現するまで、台湾との外交合戦が続
いていた。しかしながら、現在でもその結果、
実際のところ、一部の国が中国と台湾の間で
揺れ動いているのも事実である。 

 
 2006 年～ 

2006 年の中国-太平洋島嶼国経済発展協力
フォーラム（PIF）の設立に伴い、「チャイナ
＋マルチ」の枠組みのなかで、太平洋島嶼国
に対する外交が展開されるようになった。 
中国―太平洋島嶼国経済発展協力フォーラ
ムがフィジーで設立された際に、温家宝首相
が参加した。資源開発、農業・漁業、観光、
軽工業と紡績、電信、航空などの領域を中心
に、中国と太平洋島嶼国の経済関係が急速に
進展した。 

2010 年代に入ると、中国は太平洋島嶼国
に対する外交攻勢を一層強め、太平洋島嶼国
に対する援助も大幅に増大した。 
政治、経済関係の強化とは対照的に、中国
と太平洋島嶼国の間の軍事交流は極めて限
定的であり、またフィジー、トンガ、バヌア
ツ、パプアニューギニアに対する中国の軍事
援助も大きくはない。 
太平洋島嶼国の多くは地球温暖化による
海面の上昇などの脅威に脆弱であり、地球温
暖化問題は PIF の重要な議題の一つでもあ
る。気候変動枠組条約第 15 回締約国会議
（COP15）などの国際会議で、中国は地球温
暖化に特に関心の高い太平洋島嶼国との関
係に配慮を見せた。COP15では 2020年以降
の枠組みについて方向が示せなかったこと
から、温室効果ガスの最大排出国である中国
に対する責任追及の声が広がった。こうした

なか、フィジー、パプアニューギニアが「中
国に対する批判は不当であり、地球温暖化対
策において中国は責任ある態度で臨み有効
な政策を打ち立てている」と中国の立場を擁
護した。アメリカやオーストラリアが気候変
動で前向きの姿勢を示せていないなかで当
時中国の示した原単位による温室効果ガス
抑制策はそれなりに功を奏していると一部
では見られている。いずれにしても、地球温
暖化問題において、中国の立場を擁護する太
平洋島嶼国の獲得は重要な外交課題となっ
ている。 
以上のように、台湾問題、温暖化対策の問
題、対米戦略上の思惑などから対太平洋島嶼
国外交は中国の対外戦略における重要性は
高まってきている。中国と太平洋島嶼国との
政治、経済関係が強化されているが、太平洋
島嶼国における米中間の軍事競争はソフ
ト・バランシングレベルにとどまっていると
いえる。 
 
② 太平洋島嶼国におけるパワーポリティッ
クスの変容と中国の国際協調姿勢 
太平洋島嶼国へ伸張してくる中国に対し、
太平洋島嶼国に強い影響力を有している従
来の大国・地域から懸念の声が上がるように
なった。オーストラリアの主要なシンクタン
クの一つであるオーストラリア戦略政策研
究所（ASPI ：Australian Strategic Policy 
Institute)が南シナ海における中国とフィリ
ピン、ベトナムの緊張関係の高まりを念頭に、
オーストラリアの戦略再構築と国防費の増
大を呼び掛けている。2011年秋からアメリカ
は「アジアへの復帰」を宣言し、「アジア地
域におけるアメリカの一国優位体制を維持
する」というメッセージを強く発信した。日
本でも 2010 年に外務省後援により「日本と
太平洋島嶼国のパートナーシップ強化に向
けて」と題するシンポジウムが国際問題研究
所の主催の下で開催された。2014 年 7 月に
安倍晋三首相は日本の首相として 29 年ぶり
にパプアニューギニアを訪問し、今後 3年間
で 200億円規模の政府開発援助（ODA）供与
を約束した。さらに 2015 年に、安倍首相は
太平洋島嶼国に対して今後 3年間で 550億円
以上の援助を表明した。 
こうしたなか、2014年 9月、フィジーで総
選挙が実施された。これを受け、フィジーに
対する PIF の加盟資格停止の措置が同年 10
月に解除され、アメリカ、オーストラリアな
どの諸国も相次いでフィジーに対する制裁
措置を解いた。 
アメリカ、オーストラリア、日本などの太
平洋島嶼国における既存の大国の対中戦略
の変化、そして太平洋島嶼国のなかの最大の
国であるフィジーを取り巻く国際環境の変
化に伴い、中国とフィジーをはじめとする太
平洋島嶼国の関係は新たな局面を迎えよう
としている。 
さらに、太平洋島嶼国に対する強い影響力



を有する既存の大国が必ずしも同じような
対中脅威を抱いていないことも注目に値す
る。こうしたことが、同地域情勢の流れをさ
らに不透明化させている。 

 
③ ナショナリズム 
太平洋島嶼国の多くの国が政治統治の脆
弱性を抱えている。そして 2000 年代に入っ
てから中国の太平洋島嶼国への経済進出に
まつわる反中感情も徐々に顕在化するよう
になった。さらに在留中国人が現地での紛争
や暴動に巻き込まれるケースが多発するよ
うになったことを受け、在留中国人の安全確
保は中国にとって重要な外交課題として浮
上した。そのため、中国政府は領事機能や危
機管理能力の強化に力を入れるようになっ
た。 

2000 年代以降におきた太平洋島嶼国にお
ける現地中国人にかかわる大きな事件が４
件発生した。四つの事件とは、2001 年のト
ンガの反中暴動、2006 年のソロモン諸島騒乱、
同年のトンガ王国の暴動、同年のフィジーの
クーデターである。 
いずれの事件に際しても、中国政府は太平
洋島嶼国との政治関係のマネージメントに
腐心しつつ、国内の世論統制を通じて高まる
ナショナリズムの矛先を太平洋島嶼国政府
に向かわせないよう慎重に舵をとっていた。
しかしながら、中国の対外援助の在り方や、
太平洋島嶼国との文化、メディア関係強化も、
残念ながら、現地住民の心をつかめそうにな
い。こうした意味で言えば、政治統制の脆弱
な太平洋島嶼国と中国との関係は一定のリ
スクを孕んでいるといえる。 
太平洋島嶼国における中国の対外行動か
ら観察される中国の対外協調姿勢と国内の
ナショナリズムの在り方は、東南アジア諸国
との関係で見られる中国の対外協調姿勢と
国内のナショナリズムの在り方とは異なる
パターンを示していることは興味深い。これ
は、中国と太平洋島嶼国との関係強化は政府
主導型であることに起因していると考えら
れる。 
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